
住民基本台帳法に基づく本人確認情報の利用及び提供に関する条例の 

一部を改正する条例（案）について（景品表示法） 

平成 28 年 6 月 28 日 
総 務 部 市 町 村 課 

 
不当景品類及び不当表示防止法の一部改正に伴い、住基条例で規定している利用 

事務の改正を行います。 
なお、本条例案については、平成２８年９月議会に上程することを予定しています。 

 
 
１．改正理由 

不当景品類及び不当表示防止法の一部改正により、住基条例に規定してあった

「同法第４条第２項の資料の提供要求」が「同法第７条第２項」に、「同法第６条

の命令」が「同法第７条第１項」に、「同法第９条１項の報告徴収等」が「同法第

２９条第１項」に改正されたことにより、所要の改正を行います。 
なお、今回の改正による事務の内容に、変更はありません。 
 

２．改正内容 

条例別表第一に規定されている以下の事務に所要の改正を行う。 
 
○別表第１第３１号 

―不当景品類及び不当表示防止法に係る事務― 
改正前 
不当景品類及び不当表示防止法（昭和三十七年法律第百三十四号）による同法第四条

第二項の資料の提出要求、同法第六条の命令又は同法第九条第一項の報告徴収、物件

の提出命令若しくは立入検査に関する事務のうち規則で定めるもの 
 
改正後 
 不当景品類及び不当表示防止法（昭和三十七年法律第百三十四号）による同法第七

条第一項の命令、同法第七条第二項の資料の提出要求又は同法第二十九条第一項の報

告徴収、物件の提出命令若しくは立入検査に関する事務のうち規則で定めるもの 
 
３．施行期日   公布日 

報 告 １ 





本人確認情報の利用に係る事務フロー

現行 改正後（予定）

一般からの情報提供・職権による探知等 一般からの情報提供・職権による探知等

（違反行為の確認） （違反行為の確認）

↓ ↓

合理的根拠資料の提出要求（第４条第２項） 合理的根拠資料の提出要求（第７条第２項）

報告徴収・立入検査等（第９条第１項） 報告徴収・立入検査等（第２９条第１項）

↓ ↓

事業者に対する措置命令（第６条） 事業者に対する措置命令（第７条第１項）


